２００７年１１月６日
　門真市長　園部　一成　様
                                                            門真市職員労働組合
                                                            執行委員長　西本　孝雄　
財政健全化法の施行に係わる要求書
平素は、住民福祉向上に御奮闘のことと敬意を表します。
さて、第１６６国会で成立した「財政健全化法」は、その運用如何によっては、地方自治を破壊し、住民の暮らしと権利を守る自治体の役割を解体する恐れがあり、自治体にとって大きな脅威となっています。先の参議院選挙では、構造改革による格差と貧困の拡大に対して多くの国民が批判の声をあげました。
　つきましては、地方自治の健全な発展のために、財政指標の算定方法等について、次のことを要求します。
記
１．財政健全化法の運用にあたっては、自治体の自主性を重んじ、政府の関与を減らしていくように政府に意見を提出すること。自治体の財政再建にあたっては、住民自治やナショナルミニマムを守るために国が責任をもって財政支援を行うよう働きかけること。
２．総務省が、政省令において財政健全化判断比率の４つの指標の算定方法や早期健全化等の基準を策定するにあたって、次の点を守るように国に働きかけること。
①
自治体の規模や地域特性に配慮すること。
②
自治体病院や公営交通、国保や介護などへの赤字補填を認める基準とすること。
③
自治体病院や公営交通、下水道など、住民の暮らしに必要な事業についての初期投資を認める基準とすること。
④
将来負担比率において職員全員が退職した場合の退職手当の全額を参入するなど過大であると考えるので配慮すること。
３.収益の確保でなく、住民福祉の向上を目的とする自治体の性格をふまえた財政健全化法への対応を図ること。
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